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（イ）612 本をさらに 3 本以上執筆している著者の論考に絞り込み、最終的には 153 本
を対象とした。 
（ウ）キーワード「待遇」に関する論考 41 本とそれ以外の 112 本に対してそれぞれ個別
に考察を行った 3。 
（エ）本稿における考察対象は、「待遇」に関連する論考を除いた 112 本である。 
なお、考察においては、「KJ 法」（川喜田 1986）を用いた。図 1 で示すように、狭義の
KJ 法の手順は、元ラベルづくり、グループ編成、図解化、叙述化の 4 ステップとなる。 
 






























① コミュニケーション教育の実現のための課題  
② 異文化間コミュニケーション教育を考える必要性  
③ 学習者のニーズに応えるための教師の役割  
④ 教室を社会とするための教師の役割  
⑤ 動態的コミュニケーションによる「人材」の育成と豊かな共同体の構築  
⑥ 気づきを促す活動と人間の情意的側面に着目する重要性  
⑦ 他者との関わりによることばと人間関係の構築とその意味  
⑧ 日本語教育が目指す今後の方向性  
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考慮する理論などを踏まえることが求められると論じている。 
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がわかる。 
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以下のとおりである。 
① 「人と人との関係」という観点  
② 学習者という存在と情意的側面への着目 
③ 教室空間の捉え方に対する自覚  
④ 学習観／教育観への着目  
⑤ 形式重視から人材育成の教育までの種々のアプローチに対する自覚  
⑥ 教育観の違いを乗り越える必要性  
⑦ 日本語教育と他分野とのつながりの可能性  



























































































































































































 1 https://bibdb.ninjal.ac.jp/bunken/（最終アクセス 2018/10/17） 
 2 「日本語研究・日本語教育文献データベース」は、2017 年 3 月 13 日に 2597 件、6 月 20 日以降
は、3 カ月に一回のペースで平均 1000 件以上のデータが追加されている。本稿の対象となった
論考は、2017 年 2 月に公開されていたものに限られる。 
 3 「待遇」関連の論考に対する考察は、任他（2018）、平松他（2018）を参照されたい。 
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